
2 介護従事者の書門性への評価t定着促進  

介護従事者のキャリアアップの推進と早期離職を防止して、定着を促進するための評価  

サービス（訪問介 

○ 一定の研修を実施している事業所を評価。   

○ 有資格者（介護福祉士等）が一定割合以上いる事業所を評価。   

② 適所系サービス（デイサービス、通所リハ 等）   

○ 有資格者（介護福祉士）が一定割合以上いる事業所を評価。   

0 3年以上の勤続年数のある者が一定割合以上いる事業所を評価。   

念 施設一居住系サービス（特養、老健、介齢   

○ 有資格者（介護福祉士）が一定割合以上いる事業所を評価。   

○ 常勤職員が一定割合以上いる事業所を評価。   
0 3年以上の勤続年数のある者が一定割合以上いる事業所を評価。  

3 人件費の地域差への対応  

介護従事者の賃金の地域差を地域区分の見直し等により適切に評価  

．i．地域区分の見直し・．都市部への対応・   

○ 都市部における地域区分毎の1単位当たりの報酬単価（原則：1単位10円）を見直す。  

（例）東京23区における介護報酬1単位当たりの単価  

・訪問介護：10．72円→11．05円 ・特養：10．48円→10．68円   

虐）小規模事業所への対応（中山間地域への対応）   

○ 中山問地域等剛定の地域に所在する小規模事業所が行う訪問介護等のサービスについて、現行の特別地域   

加算（15％加算）に加え、新たに10％加算を新設。   

○ 事業所が通常の事業の実施地域を越えて中山間地等に居住する者にサービスを提供した場合に5％を加算。  
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医療と介護の連携・機能分化の推進について  

○ 介護が必要となっても住み慣れた地域で自立した生活を続けることができるよう、医療と介護の継ぎ目のな  
いサービスを効果的に利用できるようにする観点から、例えば、次の措置を講じる。  

の 適所リハビリテーション   

○ 医療保険から介護保険に移行してもニーズに合ったサービスを継ぎ目なく受けることができるよう、短時間、個別   
のリハビリテーションについての評価を新設する。  
○ 診療報酬で脳血管等疾患リハビリテーション等を算定している医療機関は、通所リハビリテーション事業所の指定   
があったものと見なすことにより、利用者のアクセスを向上させる。   
○ 早期かつ集中的なリハビリテーションをさらに充実する観点から短期集中リハビリテーション実施加算について評   
価を見直すとともに、算定を3か月以内に限定する。また、3か月以降の個別リハビリテーションの評価を新たに行う．  

○ ターミナルケアの充実を図るため、ターミナルケア加算を引き上げる。   
○ 同時に2人の職員が1人の利用者に対して訪問看護を行った場合について、新たに評価を行う。  

（卦 居宅療養管理指導   

○ 居宅療養している要介護者等やその家族の療養上の不安・・悩みを解決し、円滑な療養生活を送ることを可能とす   
るため、看護職員による相談等に対する評価を新設する。  

支援（ケアマネジャー）   

○ 入院時や退院・退所時に、病院等と利用者に関する情報共有等を行う際の評価を新設する。   

（勤 特定施設   

○ 利用者の健康状態について、協力医療機関又は主治医に対して定期的に情報提供を行う場合の評価を新設す   
る。  

㈲ 介護療養型老人保健施設   

○ 療養病床再編の円滑な推進を図るため、療養病床から転換の受け皿として、入所者に対する適切な医療サービ   
スの提供が可能となるよう、医薬品費■医療材料費や医師によるサービス提供といった医療サービスに要するコスト、   
要介護度の分布といった実態を踏まえ、報酬を引き上げる。  
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認知症高齢者等の増加を踏まえた認知症ケアの推進について  

O「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェクト」報告を踏まえ、認知症高齢者等やその家族  
が住み慣れた地域での生活を継続できるようにするとともに、認知症ケアの質の向上を図る。  

瑚舌介護（グループホーム）   
○グループホームを退居する利用者が地域での生活に円滑に移行できるように相談援助する場合や、利用者の   

重度化に伴う看取り対応に対する評価。   

②問療養型医療施設、通所 リハ）  

○手Ij用対象者をこれまでの軽度者に加え中等度・重度者に拡大するとともに、対象事業所を介護老人保健施設の   

ほか、介護療養型医療施設及び通所リハビリテーション事業所に拡大。   

・旦二＿＿盟知症旦往勤二心塁症迭1旦2SP）建設応⊥短凱入所系± ＝ヒ星ゴルニ地  

○家族関係等が原因で認知症の行動・心理症状（BPSD）が出現したため、在宅生活が困難になった者をショート   
ステイにより緊急に受け入れた場合を評価。   

嘩プホーム）  
065歳未満の若年性認知症患者を受け入れ、本人やその家族の希望を踏まえた介護サービスの提供を評価。   

⑤瑚プホーム）  
○認知症介護について丁定の経験を有し、国や自治体が実施又は指定する認知症ケアに関する専門研修を修了   
した者が介護サービスを提供する場合を評価。  
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母子家庭の母矧こ対する資格取得支援  

ー
l
曾
㍑
ヽ
 
 

．
一
l
t
l
▼
し
 
 
 

－86－   



母子家庭の母親の看護師・介護福祉士等の資格取得支援  

（高等技能訓練促進真の支給期聞の拡充）  

○ 母子家庭の母が看護師、介護福祉士等の経済的自立に効果的な資格を取得することを   

支援するため、高等技能訓練促進費の支給期間について、現行の修業期間の最後の3分   

の1の勘周．から、修業期間の後単組親風に拡充する。   

※ 高等技能訓練促進費  

市町村民税非課税世帯月額10万3，∽0円、課税世帯月額5万1，5∞円を支給  

例）2年間の介護福祉士訓軌を利用する場合  

8月  12月  16月  24月  

現行制度  
→ 修業期間の最後の1／3の期間  

（上限12か月）  

20年度補正  
→ 修業期間の後半の1／2の期間  

（上限18か月）  
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福祉・介護人材確保対策に関する説明会  参考資料1  
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平成20年度第2次補正予算の成立により、制度が一部拡充されました！  
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雇い入れた介護関係業務の未経験者が、さらに「介護参入  
特定労働者（ l  ※）」である場合、助成金の支給額が倍額にな  

：ります（下表参照。）。  
；※  
l   介護関係業務の未経験者であり、かつ、以下のいずれにも当てはまる  

！ 方をいいます。  
① 雇入れ日時点で25歳～39歳である万  
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助成対象期間（1年間）の助成額   支給対象期（6ケ月間）ごとの助成額  

50万円まで   第1期25万円、第2期25万円   

（介護参入特定労働者の場合）   （介護参入特定労働者の場合）   

100万円まで   第1期50万円、第2期50万円   
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認諾者は0  

重美主（企業皇位）＿¢屋馬車る雇用保庚塵保陰  

総数に応じて、助成の対象となる労働者数を拡大  

雇用保険被保険者の総数  対象労働者数   

200人未満   3人まで   

200人以上300人未満   6人まで   

300人以上400人未満   9人まで   

400人以上500人未満   12人まで   

500人以上600人未満   15人まで   

600人以上700人未満   18人まで   

700人以上   20人まで（上限）   

※介護事業と兼業して他の事業を行う事業  

主の場合、介護事業を行う事業所における被  

保険者の総数で見ます。  

t■ ■llll■ － ■ ■■ ■ ■ll■■ ■ ■■■ ■l■ ■ － － －■ 一Ill■ ■－ ■■■ － ■ － ●－ ■ ■ ■■■ 一l■■■ ■■■ ■ －■ ■ t■■ ■ ■ll■ ■■l■ ■－ ■■ － ■■l■■ ■■ ■ ■lll■ ■  

厚生労働省嘲道府県労働局・ハローワーク（う  
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～介護事業主の方へ～  
経験のない介護従事者の雇入れをする事業主を支援します！  

遠来揺  寺
 
 
 

掛成金の未経験者対策）  （介護人材確保職堵雇善  

■■♪  

L＿  あんない  の   

平成20年蜃第2次補正予算の成立に  

伴い、制度が拡充されました。（★印）  

介護兼経蕨音確保等助成金は、介護関係業務の未経験者を、雇用   

保険一般被保険者（短時間労働者を除く。）として雇い入れた場合で、1年以上   

継続して雇用することが確実であると認められる場合に、事業主への支援と  

して助成する制度です。（※平成20年12月1日以降の雇入れが対象です。）   

少子高齢化が進む中で、福祉・介護サービスの充実に対するニーズはますます高まっています。  

このため、新たな人材を確保するために、介護関係業務の経験者だけでなく、経験のない方も  

積極的に雇い入れ、育成し、定着させていくことが重要となってきます。本助成金は、介護業務  

の未経験者の確保と定着の促進に取り組む事業主の万を支援する制度です。  
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J  

／   

介護関係業務の未経験者を1人につき、6ケ月間の支給対象期ごとに25万円  

く★介護参入特定労働者瑚を助成  

支給は第1期・第2期に分けて行い、助成対象期間（雇入れ白から1年間）に50万   

円（★介護参入特定労働者の場合は100万円）まで受給できます。  

－ ■－ ■ － ■ ■ － ■■－ － ■－■ －－ －－ ■－ －－ －－ ■－ － ■－－ ■■■ ■－ － －－ －■■■ － － － － － －■ － ■ ■l－111■ 一 一 － －1－ ■l－1111－ ¶1－ ■■ll1－1－ ■  
ヽ  

（注）25歳以上40歳雲満の方で、過去1年間に雇用保険被保険者でなかった方   

働  省  厚  生  

都 道 府  働 局  
安定所）  ハローワーク  
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対象労働者  以下の項目すべてに当てはまる労働者が対象となります。  

○企護関係業務の未経験者ゼ型であること。（介護関係業務については5貢参照。）  

○介護関係業務に専ら従事する者として雇い入れること。  

○雇用保険一般被保険者（ただし、1週間の所定労働時間が30時間未満の者を除く。）として雇い入   

れること。  

○過去1年間に同一の事業主の下で雇用された看でないこと。  

○資本的及び経済的関連性等からみて独立性を認められない事業主からの雇い入れでないこと。  

※対象となる上郷とは  

たとえば・・・  

■前職（介護閲イ系以外を辞職して求職中の方、  長フリーターの  、■主婦の方 など、  
介護関係の資格を取得しているかどうかにかかわらず、これまで雇用契約のもとに介護関係の仕事に  
携わったことのない方が対象です。  

※ ただし、満65歳以上の者及び新規学卒者（皐終学歴の大学等を卒業した月の翌月から起算して1年を経過しない者）   

は除きます。  

※ 例えば、登録ヘル／トや派遣労働者として介護業務に従事したことがある方は対象外となります。   
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介護関係業務の経験のない万を雇い入れ、長期にわたって働いていただ＜た  

めには、事業主による労働条件の改善や教育訓練の充実などが必要になってき  

ます。これを機に、事業所全体の雇用管理のあり方を見直してみましょう！  

介誕関係薫♯の未緩強者の雇入れ  

福祉・介護サービス  

○人材の増加  

○求人充足率の改善  

○離職率の低下  

個々の介護事業主  
○職員の確保、業務の負担軽減  

○労働条件の改善や教育訓練の   

実施など、雇用管理の改善  

→職員全体の定着率アップ   

質の良いサービスの提供  
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→分譲を支える人材の確保   

介護サービスの質の向上  
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助成額  対象労働者1人あたりの助成額は以下のとおりです。  

支給額は左表のとおりです。  

支給申請は、支給対象期が満了するご  
とに行ってください。第1期に申請しなか  

った場合、第2期に申請できますが、第1  

期については受給できません。  

※企業規模（雇用する雇用保険被保険者  

の総数）によって、助成対象となる労働者  

の数が異なりますのでご注意ください。  

助成対象期間（1年間）   支給対象期（6ケ月間）   

の助成額   ごとの助成額   

50万円まで   第1期25万円、第2期25万円   

（介護参入特定労働者の場合）  （介護参入特定労働者の場合）   

100万円まで   第1期50万円、第2期50万円  
l
r
 
l
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★助成対象となる労働者の数…対象労働者の雇入れ日において、雇用保険被保険者の総数が200人未  

満の場合3人まで、200人以上300人未満の場合6人まで、以降100人増加するごとに3人ずつ加算し、700  

人以上は20人まで（上限20人h  
〉
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支給の対象となる事業主  以下の項目すべてに当てはまる事業主が受給できます。   

○雇用保険の適用事業主であること。  

○介護サービスの提供を業として行う介護関連事業主であること（兼業でも可。）。  

○介護関係業務の未経験者を雇用保険一般被保険者（ただし、1週間の所定労働時間が30時間未   

満の壱を除く。）として雇い入れ、助成対象期間終了後も継続して雇用することが確実であると認   

められる事業主であること。  

O「介護労働者雇用管理責任者（※）」を選任し、周知していること。  

○雇入れ目の前白から起算して6か月前の日から支給申請までに、雇用保険被保険者を事業主都合   

で解雇（勧奨解雇を含む。）していない事業主であること。  

○雇入れ目の前日から起算して6か月前の日から支給申請までに、特定受給資格者（注）となる離職理   

由の被保険者が、雇入れ目における被保険者数の総数の6％を超えていないこと（特定受給資格   

者となる離職理由の被保険者数が3人以下の場合を除く。）。   
注：倒産・解雇等により再就職の準備をする余裕がなく離職を余儀なくされた受給資格者のうら、離職区分が「解雇（1A）」または「事   
業主からの働きかけによる正当な理由のある自己都合退臥3A）」とされる離職理由により離職した育として受給資格を決定された者。  

○過去に、本助成金の支給を受けた場合は、最後に支給決定された日の翌日から起算して1年を経   

過した後、新たに対象労働者を雇い入れた事業主であること。  

○労働者の離職、雇入れ、賃金の支払等の状況を明らかにする書類を整備していること。  

※介護労働者雇用管理責任者とは・・・  

介護労働者雇用管理責任者は、介護労働者の雇用管理の改善への取り組み、介護労働者からの相談へ  

の対応、その他介護労働者の雇用管理の改善等に関する事項の管理業務を担当する方です。上記の取り組  

みにより、介護労働者にとって魅力ある職場づくりのお手伝いをしていただく役割を担います。事業所ごとに介  

護労働者雇用管理責任者を選任し、氏名の掲示等により従業員の方に周知し、活用してください。   

◇不支給となる場合◇  以下の項目に当てはまる場合は受給できません。  

雇入れ目の前日から過去1年間に、事業主において雇用していた労働者を雇い入れた場合。  

資本金的・経済的・組織的に密接な関連性のある事業主が過去1年間に対象労働者を雇用していた場合。  

支給対象期における対象労働者の賃金を、支給申請を行うまでに支払い絶えていない場合。  

職業紹介、労働者の募集の時点と異なる条件で雇い入れた場合で、対象労働者に対し労働条件に関する  

違法行為があり、かつ、当該対象労働者から求人条件が異なることについて申出があった場合。  

雇入れに係る事業所において成立する保険関係に基づく前々年度より前の年度に係る労働保険料を滞納  

している場合。  

偽りその他の不正行為により本来受けることの出来ない助成金等を受け、又は受けようとしたことによ  

り3年間にわたる不支給措置が執られている場合。  

労働関係法令の違反を行っていることにより助成金を支給することが適当でないと認められる場合。  

ご注意！   

上記に記載がある以外にも、助成金受給のための要件がございます。ご不明な点等について  

は、管轄の都道府県労働局（職業安定部）へお問い合わせください。  
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＜助成金受給の流れ＞   

（例）対象労働者を4月1日に雇い入れた場合  

■   助成対象期   

第1期（6か月）   第2期（6か月）   

L  

・・・＝…・＝……－ ※……‥＝・‥‥・・・・・  

雇入れ→定着  支給申請期間（第1期）   

※ 2人目以降の未経験者は、最初の未経験者の第1期支給   

対象期が満了するまでに雇い入れた場合に対象となります。  

支給申請期間（第2期）  

提出された支給申請書の内容や添  
付書類等について、支給要件に照ら  

して審査し、適正であると認められ  

るときは、助成金の支給を決定し、  

助成金が支給されます（第1期）。  

介護関係業務の未  
経験者を雇い入れ  
ます。（ただし、助成  

対象となる労働者  
の上限にご注意。）  

雇入れ白から6ケ月を満  
了した日の翌日から起算  

して1か月の間に、都道府  

県労働局に対して助成金  

支給申請を行います。  

○第1期満了後も継続して6ケ月定着した場合で、第2期の支給を受けようとする時は、同様に支給申請を行ってください。  

0．箋」期q真亀申請皇ゝていなく三も、第牢他の支穐卓譲ができ臥その場合、第」遡こついては受給て皇室せ左。 

○支給申請期間内に特段の理由なく申請を行わなかった場合、原則として支給を受けることができません。  

○対象労働者が支給対象期の途中で離職した場合は、原則として支給を受けることはできません。  

■■■■■■■■＝＝＝■■■■■■■■■■暮■■■■■■■＝■■■■■■■■＝＝■■t■■■t■●■■■■■■■■∫●＝…■■1＝■■■■■＝■t＝＝t■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■t■■■■■t■■  

■ ： ここでは雇入れ日を起算日としていますが、賃金締切日が定められている場合は、雇入れ日の直後の賃金締：  
：切日の翌日が助成対象期間の起算日となります。賃金締切日に雇い入れた場合は雇入れ日の翌日、賃金締切日；  
；の翌日に雇い入れた場合は雇入れ日が起算日となります。詳しくは都道府県労働局にご相談ください。  ・  

●手続きの流れ  

（※）支給申請書等は、申請事業主の主たる事業所の所在地を管轄する都道府県労働局に提出してください。  

最寄りの公共職業安定所に提出できる場合がありますので、詳細は都道府県労働局にお問い合わせください。  
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く助成金の対象となる介護関係業務＞  

■介護保険法の規定によるサービス  

都道府県が指定・監醤を行うサービス  

介護給付を行うサービス  予防給付を行うサービス  

○介護予防サービス  

＜訪問サービス＞  

・介護予防訪問介護  

・介護予防訪問入浴介護  

一介護予防訪問看護  

・介護予防訪問リハビリテーション  

・介護予防居宅療養管理指導   

＜適所サービス＞  

・介護予防通所介護  

・介護予防通所リハビリテーシ］ン   

＜短期入所サービス〉  

・介護予防短期入所生活介護  

■介護予防短期入所療養介護  

○居宅サービス  

＜訪問サービス＞  

・訪問介護  

・訪問入浴介護  

・老人訪問看護  

・訪問リハビリテーション  

・居宅療養管理指導  

＜適所サービス＞  

・通所介護  

・適所リハビ1」テーション   

＜短期入所サービス＞  

・短期入所生活介護  

・短期入所療養介護  

＜その他の居宅サービス＞  

・特定施設入居者生活介護  

・福祉用具貸与  

・特定福祉用具販売   

○施設サービス  

・介護福祉施設サービス  

・介護保健施設サービス  

・介護療養施設サービス  

＜その他の介護予防   

サービス＞  

・介護予防特定施設入居   

者生活介護  

・介護予防福祉用異貸与  

・特定介護予防福祉用具   

販売  

○居宅介護支援  

・居宅介護支援  

市町村が指定・監醤を行うサービス  

介護給付を行うサービス  

○地域密着型サービス  

1夜間対応型訪問介護  

・認知症対応型通所介護  

りト規模多機能型居宅介護  

・認知症対応型共同生活介護  

・地域密着型特定施設入居者生活介護  

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  

予防給付を行うサービス  

○地域密着型介護予防サービス  

・介護予防認知症対応型通所介護  

■介護予防小規模多機能型居宅介護  

・介護予防認知症対応型共同生活介護   

○介護予防支援  

・介護予防支援  

＋その他の介護サービス  

一障害福祉サービス  

・地域活動支援センターにおいて行われる入浴、排せつ、食事等の介護及び機能訓練  

・知的障害児施設において行われる入浴、排せつ、食事等の介護  

・知的障害児通園施設において行われる入浴、排せつ、食事等の介護  

・盲ろうあ児施設において行われる入浴、排せつ、食事等の介護  

・肢体不自由児施設において行われる入浴、排せつ、食事等の介護  

・重症心身障害児施設において行われる入浴、排せつ、食事等の介護  

・身体上又は精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支障がある者の居宅において行われる入浴、排  

せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話  

■特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用具販売以外の介護福祉用具の販売  

・その他、厚生労働大臣が定める福祉サービス又は保健医療サービス  

※身体障害者更生援護施設（平成18年10月1日改正前の身体障害者更生施設、身体障害者療護施設及び身体障  

害者授産施設に限る。）、知的障害者援護施設（平成18年10月1日改正前の知的障害者更生施設及び知的障害者  

授産施設に限る。）については、「平成18年厚生労働省令169号第25条」により、平成23年度末までの経過措置が  

終了するまでは適用されることが定められています。  

9こう   



＜ご注意＞   

●この助成金l嘩りません。支給対象期満   
了後、支給申請を行い、支給決定を受けた場合に支給されるものです。支給申請書等の内容によっ   

ては審査には時間がかかることがありますが、あらかじめご了承＜ださい。   

また、助成金の支給は口座振り込みで行います。支給決定を通知してから、申請のあった口座に支   

給されるまでに期間を要する場合がありますので、あらかじめご了承ください。   

●支給申請書等の記載事項を確認するため、必要に応じて書類の提出又は提示を求めることがありま   

す弧こ協力をお願いします。なお、これらの確認に協力が得られず、支給要件に照らして支給   

申請書等の内容に疑義があると認められるときは、助成金を支給できないことがあります。   

●同一の事由により、求職活動等支援給付金（雇用保険法施行規則第百二条の五第二項第五号に該当   

する事業主に係るものに限る。）、特定求職者雇用開発助成金、緊急就職支援者雇用開発助成金、中   
核人材活用奨励金、沖縄若年者雇用促進奨励金、若年者等正規雇用化特別奨励金、地域再生中小企   

業創業助成金、中小企業基盤人材確保助成金、介護雇用管理助成金、訓練等支援給付金、職業能力   
評価推進給付金、地域雇用開発能力開発助成金、中小企業雇用創出等能力開発助成金、中小企業労   

働時間適正化促進助成金、試行雇用奨励金又は地方公共団体等の助成金等の支給を受けた場合には、   

助成金は支給されません。   

●雇用保険二事業で実施する助成金制度の適正な運営を図るため、支給申請の際、職業安定機関に対   

して照会を行い、不支給要件などの内容を確認します。  
労働保険料の滞納  

申請日において、労働保険料を2年を超えて滞納している事業主については助成金を受給でき  

ません。   

・給付金の不正受給  

申請する白から遡って3年以内に、偽りその他の不正行為により、雇用保険二事業に係る各種  

給付金を受け、または受けようとした事業主については助成金を受給できません。   

●不正受給は犯罪です。卿支   

終決定の取消瑚の利息を加算）を求めます。また、その後一   

定期間、雇用保険法に基づ＜その他の助成金を受給できな＜なります。特に悪質なケースは、詐欺   

罪として刑罰に処せられる場合があります。   

●本助成金の支給制度は、行政不服審査法上の不服申立ての対象たる処分性を有しておらず、支給要   

件に合致して初めて支給するものであるため、不支給又は支給の取消がなされた場合でも、同法に   

基づ＜不服申立て、審査請求を行うことはできません。   

●この助成金は国の助成金制度の一つですので、受給した事業主については、国の会計検査の対象と   

なることがあります。対象となった場合はご協力をお願いいたします。関係書類については、5年   

間整理保存しておいてください。  
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助成金申請のご相註臥最寄りの  

都道府県労働局（職業宅底部）へ  
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助成金の受給に当たっては、このリーフレットに記載があ  

るほかにも、各種要件があります。制度の詳細、申請に  

当たってご不明な点等については、最寄りの都道府県労  

働局の職業安定部へお問い合わせください。  お気軽にご相談ください！  
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様式第1号  

介護未経験者確保等助成金支給申請書（第1期・第2期）  

（注）：記載に当たっては、裏面の記入上の注意を必ずご覧下さい。なお、※欄は記入しないで下さい。  
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様式第1号（注意書き）  

（提出上の注意）  

1 この申請書は、申請事業主（企業単位）の主たる事業所（通常本社）の所在地を管轄する都道府県労働局職業安   

定部あてに提出して下さい。   

※なお、その労働局の管轄下にある公共職業安定所（ハローワーク）に提出できる場合がありますので、管轄労働局にお   

問い合わせください。  

2 この申請書は、次の提出期間の末日までに提出して下さい。この日を過ぎると支給申請ができません。  

対象労働者を雇い入れた日から起算して6カ月を支給対象期の第1期、第1期の直後の6ケ月間を支給対象期   

の第2期とし、各支給対象期の末日の翌日から起算して1ケ月間。（なお、不明の点は労働局職業安定部の介護   

未経験者確保等助成金担当係（以下、労働局担当係）に確認して下さい。）  

3 この申請書を提出するために、必要な添付書類が完全に整備添付されていることが必要です。（介護未経   

験者確保等助成金支給申請額内訳書（様式第1号－1）注意書き参照。）   

（記入上の注意）  

1 ②棚には、助成金の振込みを希望する金融機関の口座（口座振込の可能な金融機関の種別については、   

労働局担当係にお問い合わせ下さい。）について記入して下さい。なお、当該口座は、申請者名義の口座   

であり法人の場合は当該企業名等を併せて登録している口座であることが必要です。（書ききれない場合   

は、別紙又は余白をご利用下さい。）  

2 ③欄には、今回の支給申請に係る対象労働者の人数を記入して下さい。   

※1事業主あたり助成対象となる労働者数の上限については、企業規模（雇用する雇用保険被保険者の総数）によ   

って異なりますので、様式第1号－1裏面を必ずご確認ください。ただし、最初に雇い入れた対象労働者に係る第   

1期支給対象期が満了するまでの間に雇い入れた労働者が対象となります。  

3 ④欄には、様式第1号－1を参考にして、この申請により受けようとする助成金支給申請額の合計額を記   

入して下さい。詳細は労働局担当係にお問い合わせ下さい。  

4 ⑤欄には、選喧した介護労働者雇用管理責任者の氏名及びその選任の具体的な周知方法、選任した日、   

周知を開始した日をそれぞれ記載して下さい。詳細は労働局担当係にお問い合わせ下さい。  
5 支給申請日において国・地方公共団体、特別の法律に基づいて設立された法人等からの補助金、助成金   

等を受給している（予定を含む。）場合は、この助成金の対象とならないことがあります。⑥欄には、受   

給の有無及び受給している（予定を含む。）補助金等のすべてについてその名称を記入して下さい。  

6 ⑧棚には、この申請書の作成担当者を記入して下さい。労働局担当係から記載内容について問い合わせ   

ることがありますので、内容を了解している者として下さい。   

（書類等の俸管）   

助成金の支給を受けた事業主は、助成金の申請に当たって振出した書類等について、当該助成金の最後   

の支給日の属する年度から起算して5年間整理保管することとされています。  

また、これらの書類等について都道府県労働局又は公共職業安定所（ハローワーク）より提示、浸出を求   

められたときは1速やかに提示又は提出下さい。この求めに応じていただけない場合、雇用保険法文は介   

護労働者の雇用管理の改善等に関する法律の規定に基づき罰せられることがあります。  

（以下のような支給のための条件が定められています。その他の条件等の詳細については労働局担当係にご相談下さい。）  

（1）介護関係業務の未経験者を雇用保険一般被保険者（ただし、適の所定労働時間が30時間未満の者を除く。）として  

雇い入れ、助成金の支給終了後も継続して雇用する事業主であること。  

（2）最初の対象労働者を雇い入れた目の前日から起算して6か月前の日から、支給申請書の連出日までの間（「基準期  

間」といいます。）に、申請事業主において、事業主都合による雇用保険一般被保険者の離職がないこと。  

（3）基準期間に特定受給資格者として受給資格の決定がなされた者の数を、当該助成金の支給申請を行 った事業所にお  

ける対象労働者の雇入れ日における被保険者数で除して得た割合が6％を超えているものでないこと。なお、この基  

準期間に、当該事業所に係る特定受給資格者の人数が3人以下である場合はこの限りではないこと。  

（4）助成金の対象となる労働者が、過去1年間に申請事業主又は申請事業主と資本的・経済的関連性のある事業主の下で  

雇用されていないこと。  

（5） この助成金の支給を行う際に、雇い入れに係る事業所において成立する保険関係で、前々年度より前の年度に係る  

労働保険徴収法第19条第1項第1号の一般保険料の滞納がないこと。  

（6）労働関係法令を遵守していること。  
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様式第1号－1  

提出年月日 平成  年  月  日  

介護未経験者確保等助成金 支給申請額内訳書  

申請者事業主名称  

介護参入特定労働者（裏面参照）で  
ある場合は○を付けてください。  

（2）従事する介護保険事業所  

上記事業所の  

雇用保険適用事業所番号   

（職種）  

（3）雇入れ日   

圏  圏  圏  
平成 年 月  日  平成 年 月  日  平成  年  月  日   

（最後の）対象労働者の雇入れ日に  

おける雇用保険被保険者の総数   人   

（4）賃金締切日・賃金支払日  （締切日）毎月  日   （支払日）当月・翌月  日   

（5）支給対象期（1期・2期）   ／ ～ ／   ／ ～ ／   ／ ～ ／   

（6）離職等のあった日  平成 年 月  日  平成 年 月  日  平成 年 月  日   
（裏面参照）  

（7）離職の場合、その理由  

（8）（5）の期間に支払われた  
貸金額   円   円   円   

（9）支給申請額  
（助成対象期間の途中で離職した場合等  円   円   円   
は日額計算が必要。裏面参照）  

（10）合計支給申請額  

注（1）の対象労働者の1の欄は、必ず最初に雇い入れた対象労働者を記入して下さい。  
記載に当たっては、裏面の記入上の注意を必ずご覧下さい。  
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様式簾1号－1（注意書き）  

（添付書類）   

対象労働者の雇入れ状況、貸金の支払状況等を明らかにする次の書類を添付して下さい。  

（1）必賓の添付書類  

・都道府県知事が発行する介護保険法第46条第1項に規定する介護保険の指定事業者としての指定通知書又はその  

写し、登記事項証明書等、介護関係業務の事業を行っている事業主であることを示す書類  

「雇用保険適用事業所一覧表」  

・対象労働者の業務内容、所属等を明らかにする組織図、辞令等又はその写し  
・対象労働者に対して支払われた貸金が手当ごとに区分された貸金台帳又はその写し  

・ 対象労働者の出勤状況が日ごとに明らかにされた出勤簿等の書類  

・ 対象労働者の履歴書（写）、事業主が所持している場合は職務経歴書（写）  

・ 雇用契約書（写）又は雇入れ通知書（写）  

「介護労働者雇用管理責任者」を書面により通知し七いる場合は、その書面（写）  

（2）必要に応じて支給申請書に添付する書類  

・事業所を離職した常用労働者の氏名、離職年月日、離職理由等が明らかにされた労働者名簿等の書類  

・「介護労働者雇用管理責任者選任届」  

・就業規則、貸金規定等・総勘定元帳その他の管轄労働局長が必要と詠める書類   

（記入上の注意）  

1（1）欄の対象労働者については、一度に申請することのできる対象労働者について3人まで記載することができま   

す。その場合、対象労働者を雇い入れた順に記載してください。なお、雇用する雇用保険被保険者の総数が200人以   

上の事業主で、対象労働者が4人以上となる場合は、この様式第1号－1を複数枚使用して提出してください。   

※助成の対象となる労働者数・・・t入れ日（一度に複数の対た労働者について申請する場合、最後l＝雇い入れた対た労働者のt入れ日）  

において、事業主（企業ヰ位）が雇用する雇用保険被虐険看の稔数が200人未満の場合は3人まで、200人以上300人未満の場合は6  

人まで。以降100人斗位ごと3人ずつ加算。なお、700人以上の糧食20人まで（上限），   

※雇用保険被保険者ゐ総数…介憧事業と兼業して他の事業を行う事業主の場合、介護事業を行う事業所における被保険者数の総数。  

2 対象労働者が介護参入特定労動看である場合は、該当する対象労働者の欄に○を記入してください。   

※介護華人特定労働者・・・介護関係業務の未練験青かつ文人れ日時点で25義～39畿の方で、書入れ日の≠臼から起算して過去1年間  

に雇用保険被保険層でなかった方。  

3（4）欄については、貸金締切日及び貸金支払個が定められている場合のみご記入ください。（賃金支払日について   

は、当月又は翌月のいずれかに○印を付してください。）  

4（5）欄については、今回の申請に係る対象労働者の支給対象期を記入してください。（1期又は2期のいずれかに   

○印を付してください。）支給対象期の起算日と終了日については、下記※1、※2を参照してご記入ください。   

※1助成対象期間は、対象労働者を雇い入れた日（千金持切日が定められている場合は雇入れ日の直後の千金締切旧の翌日○ただし、  

文金締切日に雇い入れた場合は見入れ日の翌日、千金締切日の翌日に雇い入れた場合は雇入れ日。）から起井して1年の期間です○  

助成対象期間の最初の6か月を支給対た期の第1期、第1期のせ後の8か月を支給対た期の第2期といいます。   

※2 対象労働者を助成対象期間の途中で下記4の①－③の理由により雇用しなくなった場合又は遇の断定労働時間が30時間未附こま更  

された場合は、当該離職又は変更のあった日の前日までが助成対象期間となります。  

5（6）欄及び（7）欄については、助成対象期間の途中で以下の①～③の理由等により雇用されなくなった場合又は週の   

所定労働時間が30時間未満に変更された対象労働者がいる場合のみ記載してください。（7）欄については、以下の①   

～③の番号を記入してください。  

① 対象労働者の責めに帰すぺき理由による解雇  

② 対象労働者の死亡  

③ 天災その他やむを得ない理由により、事業の継続が不可能となったことによる解雇  

6（9）欄については、この支給申請書で申請する各対象労働者に係る支給申請額を記入してください。  

ただし、当該対象労働者が助成対象期間の途中で上記4の①γ③の理由等により雇用されなくなった場合又は週の   

所定労働時間が30時間未満に変更された場合は、助成対象期間の初日から当該離職又は変更のあった目の前日（以下   

「離職日等」という。）までの期間について、日割り計算となります。当該離職日等の属する支給対象期について、   

次の方法により支給申請額を算出してください（1円未満は切り捨て。）。  

離職日等の属する支給対象期の初日から離職日等までの日数  
支給対象期における対象労働者1人あたり支給較25万円 ×  
（※介護参入特定労働者の場合は1人あたり50万円）  支給対象期の日数  

積算根拠については別途添付して下さい（様式自由）。なお、詳細については労働局担当係にお問い合わせ下さい。  
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※受理年月日 平成  年  月  日  
様式第2号  

介護未経験者確保等助成金対象労働者雇用申告書（第1期・第2期）   

介護未経験者確保等助成金の対象労働者の雇い入れについて下記のとおり申告します。   

なお、下記の申告内容について偽りはありません。また、申告内容が事実と相違していることが判明し、管轄労働局長より助   
成金の返還通知があった場合は、受給した全額笹所定の利阜を加算して返還することを承諾します。   

労働局長 殿   

事 業 主 記 入 欄   

申請事業主  提出年月日  平成   年   月   日  

（事業主が法人であ  （法人の場合、法人の名称）   

る場合は、主たる事  印  
業所の所在地、睦 人の名称 

、代表者の  
）（取  ）  

氏名を記入。）  

対象労働者を 名 称  

雇い入れた事  

業所  所在地（〒  ）（取  ）   

助成金の受給実演  

（予定を含む）  その他の助成金  l無・有（名称  ）   

介護関係業務の未経験者の雇い入れ状況   

①氏名など  （フリガナ）  

氏名  （男・女）昭・平  年  月   日生（  ）歳   

②雇い入れ年月日   平成  年  月   日  ③雇用保険被保険者番号l   

④  （2）保有する介  

未  護関係の資格  

経 験  （昭・平 年 月 日卒）  
者  

の  
職務経歴（法人名・事業所名）   従事した期間   担当職種（兼任した職務も記載）  

状  S・H．  

況   ～S・H．  

SiH．  

～S・H．  

S・H．  

～StH．  

S・H．  

～S・H．  

S・H  

～S・H．  

S・H．  

～S・H．  

S・H．  

～S・H．  

S・H  

～S・H．  

（訃過去1年以内に  勤めていた・勤択いない 霊芝㌶軍用主と前雇用主は関   
勤めていたか  

ある・ない   

⑦対象労働者の   ①②③④⑤⑥欄を確認し、事実と相違ありません。また、この申告書の内容と私の雇用保険に関する情報   
確認欄  が－一鼓しないときは、労働局が申請事業主に対してその情報を提示し、確認を求めることに同意します。  

氏 名  印   

⑧備 考  

（注）記載に当たっては、裏面の注意書きを必ずご覧ください。なお、右上の※欄は記入しないで下さい。  
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様式第2号（注意書き）  

※この申告書は、「介護未経験者確保等助成金支給申請書」（様式第1号）とともに、申請事業主の主たる事業所（通常本社）の所  

在地を管轄する都道府県労働局林業安定部介護未経験者確保等助成金担当係に提出して下さい。なお、提出期間については、様式第1  

号（注意書き）の（提出上の注意）の2を参照して下さい。   

1 この雇用申告書は、助成対象となる介護関係業務の未経験者1人ごとに作成・提出して下さい。   

2 申請に係る支給対象期（第1期もしくは第2期）に○を付けて下さい。   

3 「助成金の受給実庫」柵には、当てはまる方に○を付け、所要の項目に記入してください。  

・介護未経験者助成金…本助成金を受給したことがある場合のみ、直近の支給決定日を記入して下さい。  

・その他の助成金‥・本助成金以外を受給したこと（又は予定）がある場合のみ、助成金の名称を記入して下さい。   

4 ②雇い入れ年月日とは、雇用保険被保険者として雇い入れた年月日を指します。   

5 ④「未経験者の状況」では、今回の申請の対象となる介護関係業務の未経験者（以下「未経験者」といいます。）の状況について  

記入して下さい。  

・（1）現在の担当職務…雇い入れた事業所において現在担当している職務の名称  

－（2）保有する介護関係の資格…未経験者が保有している介護関係の資格の名称  

・（3）前職までの職務凝歴等  

○最終学歴‥・最終学歴およびその卒業（修了）年月日を記入して下さい。大学等の教育機関に限らず、介護関係の養成施  

設を修了した場合でも、最終的に卒業（修了）したものを記入して下さい。  

○職務経歴‥・最初の就職先から前職までの職務経歴を記入して下さい。その際、対象労働者が歴任した職種を、兼任して  

いた職務も含めて記入してください。   

6（9については、未経験者について過去1年間に当該事業主の事業所において雇用されていた者は「勤めていた」を、それ以外の   

場合は「勤めていない」をそれぞれ○で囲んで下さい。   

7 ⑥については、当該事業主と、未経験者の雇入れ日の前日から起算して過去1年間に未経験者を雇用していた事業主との間に資   

本金、経済的、組織的関連性等からみて、関係がある場合は「ある」を、それ以外の場合は「ない」をそれぞれ○で囲んで下さい。   

8 ⑦については、①から⑥を未経験者本人に確認させてください。また、この雇用申告書と、対象労働者にかかる雇用保険の情報   

が一致しない場合は、管轄労働局から申請事業主に対して確認を求める場合があります。雇用保険のデータは個人情報であるため、   

申請事業主に開示することについて本人の承諾を待てください。その上で、本人直筆で氏名を記入させ、私印を押印させて下さい。  
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≪各項目で紀入欄が足りなくなった場合は、⑧備考欄を使用してわかりやすいように記載してください。≫  

（書類等の保管）   

助成金の支給を受けた事業主は、助成金の申請に当たって浸出した書類等について、当該助成金等の最後の支給日の属する年度から  

起算して5年間整理保管することとされています。   

また、これらの書類等について都道府県労働局より捷示、提出を求められたときは、速やかに提示又は提出して下さい。この求めに  

応じていただけない場合、雇用保険法又は介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律の規定に基づき罰せられることがあります。  

（不正受給について）   

不正受給は犯罪です。偽りその他の不正行為により支給を受け、または受けようとした熟合は、支給決定の取消しまたは支給金額の  

全額の返還（年5％の利息を加算）を求めます。また、その後一定期間、雇用保険法に基づくその他の助成金を受給できなくなります。  

特に悪質なケースは、詐欺罪として刑罰に処せられる場合があります。  

（以下のような支給のための条件が定められています。他にも条件がありますので、詳細等については労働局担当係にご相談下さい．）  

（1）介護関係業務の未経験者を雇用保険一般被保険者（ただし、週の所定労働時間が30時間未満の者を除く。）として雇い入れ、助  

成金の支給終了後も継続して雇用する事業主であること。  

（2）最初の対象労働者を雇い入れた日の6カ月前の日から、支給申請書の浸出日までの間（「基準期間」といいます。）に、申請事業主  

において、事業主都合による一般被保険者の離職がないこと。  

（3）基準期間に特定受給資格者として受給資格の決定がなされた者の数を、当該助成金の支給申請を行った事業所における対象労働者   

の雇入れ日における被保険者数で除して得た都合が6％を超えているものでないこと。なお、この基準期間に、当該事業所に係る特  

定受給資格者の人数が3人以下である象合はこの限りではないこと。  

（4）助成金の対象となる労働者が、過去1年間に申請事業主又は申請事業主と資本的・経済的関連性のある事業主の下で雇用されてい  

ないこと。  

（5）この助成金の支給を行う際に、雇い入れに係る事業所において成立する保険関係で、前々年度より前の年度に係る労働保険徴収法  

第19粂第1項第1号の一般保険料の滞納がないこと。  

（6）労働関係法令を遵守していること。  
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介護労働者雇用管理責任者選任届  

平成  年  月  日  

労働局長 殿  

事業主  住  所 〒  

名  称  

職・氏名   

このたび、当事業所では、下記の者を介護労働者雇用管理責任者として選任いたしま  

したので報告いたします。  

た者の氏名   （所属部課・役職名）   

E年月日   平成  年  月  日   

任方法   ・辞令等の書面 ・口頭  ・その他（具体的に  ）   

※選任方法については、該当するものに○を付すこと。その他に該当する場合は具体的な方法を括弧内に記入   

すること。   

なお、介護労働者雇用管理責任者の周知については、下記により行っていることを併  

せて報告いたします。  

周知を開始した年月日   平成  年  月  日   

周知方法   
・事業所内掲示 ・書類等の手交  

・その他（具体的に  ）   

・介護労働者雇用管理責任者氏名  

・介護労働者雇用管理責任者の役割  

（∋介護労働者の雇用管理の改善等に関する事項に  

周知内容  ついて、事業主の指示に基づき必要な措置を検討し、  

実施すること。  

②介護労働者の労働条件等の雇用管理に関し、介護  

労働者の相談に応ずること。   

※周知方法については、該当するものに○を付すこと。その他に該当する場合は具体的な方法を括弧内に記入すること。  
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